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平成から令和 医療現場の潮流 
 

第16回 
広域連携医療ネットワークシステム研究会（GCM16） 

特定非営利活動法人 全国在宅医療推進協会 
事務局長 田中 正彦 

  令和元年６月１５日 

主な内容 

① 数十年の議論を経て、ついに解禁 
             「オンライン診療」 
 
 
② 病院の在り方・役割と「介護医療院」の登場 
 
 
 
③ 次世代医療基盤法と個人情報 
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① ついに解禁 オンライン診療の動向 

現在、遠隔の画像診断（病気か否か、病名の確定etc.）は
医療現場に定着し、有効に機能している 

遠隔の画像・映像を用いた診療行為そのものも、僻地医療 
や離島での応用など、数十年来議論されてきた 

ただし 
「医師法」第20条の分厚い壁 
 （患者との直接対面診療の義務） 

２０１８年４月 
近年の情報通信機器技術の飛躍的進展、医師の働きかた改革、 
患者サイドのニーズ等の背景を総合的に考慮 

２０１５年８月１０日付 厚生労働省事務通達 

医師法第２０条等における「診察」とは、問診、視診、触診、聴診そ

の他手段の如何を問わないが、現代医学から見て、疾病に対して一応

の診断を下し得る程度のものをいう。したがって、直接の対面診療に

よる場合と同等ではないにしてもこれに代替し得る程度の患者の心身

の状況に関する有用な情報が得られる場合には、遠隔診療を行うこと

は直ちに医師法第２０条等に抵触するものではない。 

 医師法第２０条に対し徐々に風穴 

「オンライン診療」の解禁（保険適用） 
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オンライン診療の条件 
 ・６か月以上の通院歴（病態を把握している患者） 
 ・３か月に１回は通院の義務 
 ・保険適用された疾患に限定（ほぼ生活習慣病）etc. 

医師陣の反応は？ 

現在、実施表明を行った医師は全国で約１０% 

実施している施設も、極めて限定された患者層 
実際、運用率は１%程度との説もあり 

患者との直接対面・接触を重んじる伝統的な医師の哲学 

新たな通信システムが登場してもニーズは低いのでは 

② 病院の在り方・役割 介護医療院の登場 

医療法 ２０床以上を有する施設 「病院」 
    １９床以下       「診療所」 

一般病床（肺炎、外傷など、完治・退院が原則） 
 

精神病床 
 

感染症病床 
 

結核病床         以上 医療保険のみ 
 

療養病床  医療療養病床 （2025年に向けた「地域医療 
      介護療養病床     構想」の最重要課題） 

    目標 在宅医療を７０％に 
      （療養病床▲１３万床） 
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在宅ではない場合 
 
特別養護老人ホーム（特養）、介護保険老人施設（老健） 
・・・主に介護保険主体 
民間では、介護付き有料老人ホーム、サービス付き高齢者 
向け住宅etc. 

    新たに「介護医療院」の登場 

 医療サービス＋介護サービス＋住まいの提供 

 中小規模個人病院が概ね移行する見込み 

 課題 経営問題 特色化・差別化 

   オンライン見舞い、ふるさとＶＲなど  
                      新規アイデア浮上 

③ 次世代医療基盤法と個人情報 
  
次世代医療基盤法（通称 医療ビッグデータ法） 
昨年５月正式に施行開始 

２０１７年 個人情報保護法改正により医療情報が「要配慮情報」 
大規模調査研究のハードルが上がった状況への対案的性格 

① 政府認定の事業者による匿名化加工 
 

② 初診時における患者の同意 

研究データとして患者の医療情報の蓄積および使用 
が可能 

Key Word AIホスピタル 
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現在の医療ビッグデータ 
 

電子カルテからの「レセプト情報」中心 
（診療報酬請求のためのデータ） 

例 
 

急性気管支炎（肺炎疑い） 
 

胸部Ｘ線撮影、血液検査（白血球、ＣＲＰ等）、投薬 
 

肝心の結果（転帰）が不明 
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今後の予測 

① 中高年の日常バイタルデータの収集 

    的確な高齢化社会対策の立案 
 

 アジア諸国にノウハウを提供 日本のリーダーシップ発揮 

② 画像スクリーニングはＡＩの仕事？ 

    次世代ｍ-ＬＥＤディスプレイなどの登場 
 

    未知の画像への対応は、やはりＤｅｅｐ Ｌｅａｒｎｉｎｇか 

賛同・協力を頂ける患者さんの確保 ⇒ 窓口としてＮＰＯなど 
非営利団体の参画に期待 
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最後に 

何をやるにも 
 
良い意味で「倫理審査委員会」と懇意に 

国としても、医療費・介護費の抑制、人材不足対策
の観点から、ICTやセンサー、ロボットの活用を急務 
と考えている 

 ものづくりの重要性 益々増大 
  医学・工学・化学など横断チーム 

ご清聴ありがとうございました 


